
外国人材受入支援

│ 開発効果を高めるパートナーシップ

同組合の活動の評判は高く、ラオスのシェ
ンクワン県では香川県での技能実習の希
望者が増えています。
　JICAはこの取り組みを支援し、さらに
県内の民間企業、NPOとも連携を進め、
技能実習生の受入れ環境の改善と日本・
ラオス双方の発展を目指しています。

人材育成を通じた適正な受入れの支援
　JICAは7カ国にある日本センター※2など
を通じて、日本での就労に関心を持つ方々
に日本での生活やビジネス環境に関する
正しい情報を提供し、就労に向けた準備
を支援しています。	

国内15の拠点を通じて
地域における多文化共生を後押し
　2020年度から、国際協力推進員（外国
人材・共生）を配置し、地域が抱える外国
人材受入・多文化共生に関する課題の解
決に貢献しています。また、開発途上国
に関する知見やつながりといったJICAの
強みを生かし、多文化共生に関する教員
向け研修を行うなど、多文化共生を後押
しする取り組みを推進しています。

　日本で働く外国人材はこの10年で約
2.5倍の173万人に増加しました※1。その
半数は開発途上国出身で、送金などを通
じて母国の経済成長にも重要な役割を果
たしています。
　JICA緒方研究所が2021年度に実施した
「2030/40年の外国人との共生社会の実現
に向けた調査研究」では、日本の持続的な
経済成長のためには今後20年で現在の4
倍、約674万人の外国人労働者が必要と
試算されました。国際的な人材獲得競争
が激化するなか、日本での受入れには課
題も多く、外国人材から「選ばれる国」にな
るためのアクションが急務です。
　JICAは来日前、日本滞在中、そして帰国
後における外国人材が直面するさまざまな
課題の解決に向け、JICAの強みを生かし、
「4つの柱」を軸に取り組みを進めています。

双方の発展を目指した取り組み
―香川・ラオスモデル
　香川県のファーマーズ協同組合は、ラ
オスから受け入れた農業分野の技能実習
生が帰国後も活躍できるよう、ラオスで
も栽培技術の助言や指導を行っています。

共に生きる
豊かな社会の実現へ
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1.	 開発途上国の経済発展と日本国内の地域活性化に貢献
2.	 外国人材のより適正な受入れを支援
3.	 日本国内の多文化共生社会構築を推進
4.	 帰国した外国人材の母国での活躍・貢献を促進

※１　厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況ま
とめ（令和３年10月末現在）。
※２　日本人材開発センター（通称：日本セン
ター）は、東南アジアや中央アジア地域などの市
場経済への移行を支援する目的で設立されました。
JICAは同センターを日本と相手国の交流拠点（プ
ラットフォーム）として発展させるため協力して
います。

責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム（JP-MIRAI）

外国人労働者の適正な受入れの取り組みを推進
　2020年11月、JICAは民間企業・地方自治体・
NPO・学識者・弁護士など、多様なステーク
ホルダーと共にJP-MIRAIを設立しました。会
員数は2022年7月時点で約500団体／人とな
りました。JICAはこれまでの国際協力により
築き上げてきた国内外での信頼やつながりを生

かし、JP-MIRAIの取り組みを推進しています。
　2022年3月には、9言語対応のポータルサイ
トを開設。外国人労働者へ日本での暮らしや就
労に役立つ正しい情報を提供するとともに、外
国人労働者自身の「声」を把握し活動に生かして
いく仕組みづくりにも注力しています。

JICAの取り組み：4つの柱

497団体／人
JP-MIRAI会員数
（2022年7月現在）

56

 

https://jp-mirai.org/jp/
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